
第53期定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

　
連 結 注 記 表

個 別 注 記 表
　

（平成29年３月１日から平成30年２月28日まで）

協立情報通信株式会社

連結注記表及び個別注記表につきましては、法令及び当社定款
第15条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト
(http://www.kccnet.co.jp/) に掲載することにより株主の皆
様に提供しております。
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連 結 注 記 表
　

　
Ⅰ．連結計算書類作成のための基本となる重要事項に関する注記
１．連結の範囲に関する事項
連結子会社の数 １社
連結子会社の名称 神奈川協立情報通信株式会社

　
２．持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

　
３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。
　
４．会計方針に関する事項
（1）資産の評価基準及び評価方法
①その他有価証券
時価のあるもの…………期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ
り算定しております。）

②たな卸資産
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しております。
商品（携帯電話本体）、仕掛品 …………………… 個別法
商品（携帯電話付属品）、原材料及び貯蔵品 …… 先入先出法

　
（2）固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産……………
（リース資産を除く）

定率法を採用しております。
但し、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）及び平
成28年４月１日以降に取得した建物附属設備並びに構築物については、定額
法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
　建物及び構築物 ３～50年
　工具、器具及び備品 ３～20年

②無形固定資産……………
（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
　自社利用ソフトウェア ５年
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③リース資産………………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　
（3）引当金の計上基準
①貸倒引当金………………債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見
込額を計上しております。

②賞与引当金………………従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度に負担
すべき額を計上しております。

（4） その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①退職給付に係る会計処理の方法

当社グループは、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支
給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
②消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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Ⅱ．表示方法の変更に関する注記
前連結会計年度において、区分掲記しておりました「解約違約金」（前連結会計年度1,950千円）は、金額
的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より営業外費用の「その他」（当連結会計年度80千円）に含
めて表示しております。

Ⅲ．連結貸借対照表に関する注記
１．担保資産及び担保付債務

(1)担保に供している資産は次のとおりであります。
建物及び構築物 31,826千円
土地 257,857 〃
投資有価証券 612 〃
投資その他の資産のその他 530 〃

計 290,825千円
　

(2)担保付債務は次のとおりであります。
１年内返済予定の長期借入金 9,372千円
長期借入金 32,138 〃

計 41,510千円
　
２．有形固定資産の減価償却累計額 324,276千円
　
３．当座貸越契約
当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行５行と当座貸越契約を締結しております。
　当連結会計年度末における当座貸越契約に係る借入金未実行残高等は次のとおりであります。
当座貸越極度額 1,000,000千円
借入実行残高 ―
差引額 1,000,000千円
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Ⅳ．連結株主資本等変動計算書に関する注記
1. 当連結会計年度末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 1,204,500株
　

　

2. 配当に関する事項
（1）配当支払額

　

決議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円） 基準日 効力発生日

平成29年５月25日
定時株主総会 普通株式 59,834 50 平成29年２月28日 平成29年５月26日

　

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの
平成30年５月24日開催の第53期定時株主総会において次のとおり付議いたします。

　

配当金の総額 59,843千円
配当原資 利益剰余金
１株当たり配当額 　50円
基準日 平成30年２月28日
効力発生日 平成30年５月25日

　
3. 当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的となる株式
の種類及び数

普通株式 3,800株

Ⅴ．金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、運転資金（主として短期）及び設備投資に必要な資金を調達しております。一時
的な余剰資金の運用については安全性の高い金融資産で運用しております。また、短期的な運転資金
を銀行借入により調達しております。

　
(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金、リース投資資産については、顧客の信用リスクを負っており
ます。
投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクを負ってお

ります。
敷金及び保証金については、そのほとんどが事務所及び小売店の賃貸借契約にあたり差し入れた敷

金及び保証金であり、差入先の信用リスクを負っております。
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営業債務である支払手形及び買掛金については、そのほとんどが２か月以内の支払期日であり
ます。
長期借入金については、設備投資に係る資金調達を目的としており、このうち一部は変動金利であ

るため、金利の変動リスクを負っております。
リース債務については、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものです。

　
(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理
営業債権については、与信管理規程に従い、個別案件ごとに取引先の状況をモニタリングし、
取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに財務状態の悪化等による回収懸念の早期把握
や軽減を図っております。

　
② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、保有状況を継続的
に見直しております。
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２．金融商品の時価等に関する事項
平成30年２月28日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません
((注２)をご参照ください。)。

　
（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 637,140 637,140 －

(2) 受取手形及び売掛金 548,327 548,327 －

(3) リース投資資産 52,879 53,152 273

(4) 投資有価証券 6,762 6,762 －

(5) 敷金及び保証金 257,122 248,670 △8,452

資産計 1,502,232 1,494,053 △8,178

(1) 支払手形及び買掛金 388,825 388,825 －

(2) 未払法人税等 86,726 86,726 －

(3) 長期借入金(※１) 41,510 41,916 406

(4) リース債務(※２) 58,310 55,743 △2,566

負債計 575,371 573,211 △2,160
(※１) １年内返済予定の長期借入金を含めて記載しております。
(※２) リース債務(流動)を含めて記載しております。
(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資 産
(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金

これらは短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって
おります。
(3) リース投資資産
リース投資資産については、合理的に見積もった将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な
指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いて現在価値を算定しております。
(4) 投資有価証券
投資有価証券については、株式は取引所の価格によっております。
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(5)敷金及び保証金
敷金及び保証金については、差入先ごとに合理的に見積もった、その将来キャッシュ・フローを国
債の利回り等適切な指標で割り引いて現在価値を算定しております。

　
負 債
(1)支払手形及び買掛金、(2)未払法人税等

これらは短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって
おります。
(3) 長期借入金
長期借入金については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引
いて現在価値を算定しております。
(4) リース債務
リース債務については、元利金の合計額を同様の新規リース取引を行った場合に想定される利率で
割り引いて現在価値を算定しております。

　
(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額

(単位：千円)
区分 平成30年２月28日

取引保証金 325
取引保証金については、契約の解約時期の見積が困難なため、時価を把握することが極めて困難と認め
られることから「(5)敷金及び保証金」には含めておりません。
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Ⅵ．賃貸等不動産に関する注記
重要性が乏しいため、記載を省略しております。

Ⅶ．１株当たり情報に関する注記
1. １株当たり純資産額 1,182円91銭
2. １株当たり当期純利益 164円52銭

Ⅷ．企業結合に関する注記
共通支配下の取引等
当社は、平成29年１月26日開催の取締役会において、当社の神奈川支店が営むソリューション事業を
当社の完全子会社である神奈川協立情報通信株式会社に承継させる簡易吸収分割（以下「本件分割」とい
う。）を行うことを決議し、同日付で吸収分割契約を締結いたしました。これに基づき、本件分割を平成
29年３月１日に実行いたしました。
　

　１．吸収分割の概要
(1) 対象となった事業の名称及びその事業の内容
事業の名称：当社神奈川支店の営むソリューション事業
事業の内容：情報通信インフラのコンサルティング・設計・構築・保守・運用サポート及び通信機

器・ソフトウェア・事務用機器等の販売・レンタル等
(2) 企業結合日
平成29年３月１日

(3) 企業結合の法的形式
当社を分割会社とし、神奈川協立情報通信株式会社を承継会社とする簡易分割

(4) 結合後企業の名称
神奈川協立情報通信株式会社（当社の連結子会社）

(5) その他取引の概要に関する事項
　当社のソリューション事業としては、首都圏を中心に、情報・通信インフラの設計・構築・保
守・運用サポート及び通信機器等の販売・レンタルならびに基幹業務ソフトの販売、教育サービス
の提供等を行っておりますが、神奈川エリア全域において、地域の特性を活かしたサービス提供を
目的に神奈川支店が営むソリューション事業を承継会社に承継し、新たな体制で事業拡大を図るも
のであります。
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　２．実施した会計処理の概要
「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」に
基づき、共通支配下の取引として処理しております。
　

Ⅸ．追加情報
（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）
「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）
を当連結会計年度から適用しております。
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個 別 注 記 表
　

　
Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記
　1. 資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法
関係会社株式……………… 移動平均法による原価法を採用しております。
その他有価証券…………… 時価のあるもの… 期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定しております。）

　
（2）たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しております。
商品（携帯電話本体）、仕掛品 …………………… 個別法
商品（携帯電話付属品）、原材料及び貯蔵品 …… 先入先出法

　
　2. 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産……………
（リース資産を除く）

定率法を採用しております。
但し、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）及び平
成28年４月１日以降に取得した建物附属設備並びに構築物については、定額
法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
　建物 ３～50年
　工具、器具及び備品 ３～20年

（2）無形固定資産……………
（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
　自社利用ソフトウェア ５年

（3）リース資産………………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　
　3. 引当金の計上基準
（1）貸倒引当金………………債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見
込額を計上しております。

（2）賞与引当金………………従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に負担すべ
き額を計上しております。
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（3）退職給付引当金…………従業員の退職金の支給に備えるため、当事業年度末における退職給付債務
（簡便法）の見込額に基づき計上しております。

　
　4. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

Ⅱ．表示方法の変更に関する注記
「受取手数料」は、従来、損益計算書上、営業外収益の「その他」（前事業年度300千円）に含めて表示

しておりましたが、重要性が増したため、当事業年度より「受取手数料」（当事業年度3,240千円）として表
示しております。
また、前事業年度において、区分掲記しておりました「解約違約金」（前事業年度1,950千円）は、金額的
重要性が乏しくなったため、当事業年度より営業外費用の「その他」（当事業年度80千円）に含めて表示し
ております。
　

Ⅲ．貸借対照表に関する注記
　1. 担保資産及び担保付債務
（1）担保に提供している資産は次のとおりであります。

建物 31,826千円
土地 257,857千円
投資有価証券 612千円
ゴルフ会員権 530千円
　 計 290,825千円

（2）担保付債務は次のとおりであります。
１年内返済予定の長期借入金 9,372千円
長期借入金 32,138千円
　 計 41,510千円

　
2. 有形固定資産の減価償却累計額 324,158千円
　
　3. 当座貸越契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行５行と当座貸越契約を締結しております。
　当事業年度末における当座貸越契約に係る借入金未実行残高等は次のとおりであります。

当座貸越極度額 1,000,000千円
借入実行残高 －
　差引額 1,000,000千円
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　4. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 1,613千円
短期金銭債務 2,510千円

Ⅳ．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
営業取引による取引高
売上高 44,910千円
その他の営業費用 23,819千円

営業取引以外の取引による取引高 3,240千円
　

Ⅴ．株主資本等変動計算書に関する注記
　

当事業年度末日における自己株式の種類及び株式数
普通株式 7,634株

　　
Ⅵ．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
賞与引当金 19,663千円
たな卸資産 1,094千円
未払事業所税 1,178千円
未払事業税 6,227千円
退職給付引当金 69,047千円
減損損失 115,478千円
ゴルフ会員権評価損 14,387千円
資産除去債務 14,450千円
その他 24,987千円
繰延税金資産 小計 266,516千円
評価性引当額 △133,282千円
繰延税金資産 合計 133,233千円

　
繰延税金負債
資産除去債務 6,543千円
その他有価証券評価差額金 1,373千円
繰延税金負債 合計 7,916千円

繰延税金資産の純額 125,316千円
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Ⅶ．１株当たり情報に関する注記
1. １株当たり純資産額 1,169円82銭
2. １株当たり当期純利益 156円30銭
　

Ⅷ．企業結合に関する注記
当社は、平成29年１月26日開催の取締役会において、当社の神奈川支店が営むソリューション事業を当社

の完全子会社である神奈川協立情報通信株式会社に承継させる簡易吸収分割（以下「本件分割」という。）を
行うことを決議し、同日付で吸収分割契約を締結いたしました。これに基づき、本件分割を平成29年３月１日
に実行いたしました。
詳細は、「連結注記表 Ⅷ．企業結合に関する注記」に記載のとおりであります。
　

Ⅸ．追加情報
（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）
「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）
を当事業年度から適用しております。
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